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厳しい財政状況から脱却し、自立した財政運営を目指して、自主財源の安

定的な確保や事務事業の合理化・効率化や組織の簡素化などによる財政

運営の効率化を図るとともに、将来を見据えた中長期の財政計画に基づい

て、計画的な予算執行を図ります。
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２ 受益者負担の適正化

１ 財源の確保

厳しい財政状況から脱却し、事務改善や

経費節減に加え、行財政改革を進め、

「真の自立できる蒲郡市」となって

います。

資金計画・中長期の財政計画により、計

画的な予算執行が行われています。

３ 財政運営の効率化

４ 財政計画の策定



担当者評価
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担当者評価

 債権管理の適正化については、債権管理検討会議を開催し、全庁的に徴収実績等について

情報を共有し、徴収計画を作成することで目標を達成することに努めた。使用料、手数料の見直

しについては、蒲郡市使用料等見直し検討委員会を開催し、使用料・手数料の実態調査を実施

した。今後は、平成３１年１０月に予定されている消費税率の改正を視野に入れ、使用料等の見

直しを検討する。
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 市税徴収率については、現年課税分が前年度同水準維持、滞納繰越分が前年比＋１．０％増

しとなった。昨年度に引き続き、現年班と滞納繰越班での班分け、年２回の現年分一斉催告、積

極的な財産調査と差押等の滞納処分を実施してきた。差押に関しては、前年比２００件以上増

え、給与差押の実績も増えてきた。着実に効果が表れている。今後も継続していく。ふるさと納税

については、おせち料理等の返礼品を拡充した結果、前年度より寄附額が約２倍に増加し、財

源の確保に努めた。
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　公共施設等総合管理計画については、平成２８年度に策定した。建物系は公共施設マネジメ

ント実施計画を策定し、インフラ・プラント系施設の道路・橋りょう、上下水道施設などは、平成２９

年度から平成５８年度までの３０年間を計画期間とし、平成２９年度以降、所管する課ごとに個別

施設計画を策定予定。公会計については、全庁的に固定資産台帳の整備を実施し、統一的な

基準による財務書類を作成した。
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　将来世代へ負担を先送りしない財政運営のた

め、第４次財政健全化チャレンジ計画で、計画

的に市債の借入れを行い、市債残高の削減を

掲げている。
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使用料、手数料の

見直し

　新たな基準による財務諸表の作成に

より、市が保有する資産の状況が今まで

以上に把握出来るようになると考えてお

り、得られた結果を予算編成や公共施

設等のマネジメントにどのように活用し

ていくか研究していく。

　受益者負担の観点から、経

済状況を鑑み、公平性を図る

ため見直しを検討する。

　平成３１年１０月に予定されている消

費税率の改正を視野に入れ、今年度中

に見直しを検討する。

公会計（財務諸表）の

活用

　統一的な財務諸表を活用す

ることで、財政健全化、市の政

策展開等に役立てる。

市税徴収率

　固定資産税滞納者（不動産

所有者）の高齢化に伴う収入

減により、債権差押等の滞納

処分が難しくなっている。

　現年課税・滞納繰越の班分けを継

続。現年課税班は、年度内完納を目標

に、滞納額が少額のうちに積極的に差

押等滞納処分を実施し、滞納繰越をし

ないよう努める。

市債残高

　近年、臨時財政対策債の残

高については増加傾向にあ

る。

　市債については、長期的にも発行額

が償還額を上回らないというスタンスは

崩さないこととし、短期的には、第４次財

政健全化改革チャレンジ計画の市債残

高を上回らないようにする。
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施策
施策施策
施策の

のの
の進捗状況
進捗状況進捗状況
進捗状況 Ｂ：目指す将来像実現に向けておおむね計画どおり進行している。

課長評価
課長評価課長評価
課長評価

　市税徴収率についても、担当課の取り組みが成果として表われてきてい

る。市税以外の債権についても少しずつ取り組みは進んでいるが、この取

り組みを広げ、債権を管理しているすべての課に広げていきたい。財源の

確保のうち、ふるさと納税の拡充については、目標を上回る成果を上げるこ

とができた。　受益者負担の適正化については、平成３１年１０月の消費税

率の改正を視野に入れ、今年度中に見直しを検討する。

部長評価
部長評価部長評価
部長評価

債権管理を行なわなくてもよいように、現年度分の徴収を強化する必要が

ある。

公会計により財務書類等の作成を行なった。この結果を使用料・手数料の

見直しに活用したい。

ふるさと納税制度において、返礼品を充実させることにより、地域の活性

化、地元企業製品の宣伝に繋げて行きたい。
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方 Ｂ：一部見直しが必要である。
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構成事業
構成事業構成事業
構成事業の

のの
の進捗状況
進捗状況進捗状況
進捗状況 Ｂ：おおむね計画どおり進行している。



事務事業一覧

6-9 財務課 3 公共施設マネジメント事業 16,790 15,555 2.85 Ａ カ オ Ａ 1 ×

6-9 財務課 6 市有財産処分事業 111,451 9,928 1.65 Ｂ ウ オ Ｂ － ×

6-9 財務課 12
予算編成事務（財産管理を含
む）

1,158 18,231 2.85 Ｂ イ オ Ｂ － ×

6-9 財務課 13 公会計改革の推進 3,888 3,837 0.65 Ｂ イ オ Ｂ － ×

6-9 財務課 14 基金及び起債管理事業 0 3,106 0.55 Ｂ イ オ Ｂ － ×

6-9 財務課 15 財政状況の公表 0 751 0.15 Ａ ア オ Ａ － ×

6-9 財務課 16
財政分析（決算統計・健全化
判断比率の算定を含む）

0 5,712 1.00 Ｂ イ オ Ｂ － ×

6-9 財務課 17 ふるさと蒲郡応援寄附金事業 105,214 3,837 0.65 Ａ ア オ Ａ － ×

6-9 収納課 1 市民税等の収納・管理業務 9,347 18,643 4.55 Ａ ア オ Ａ － ×

6-9 収納課 2 市民税等の滞納整理業務 8,306 48,948 10.45 Ａ ア オ Ｂ － ×

実施
計画

人工
評価
（担当
者）

事業の
種別

新規
事業

達成
状況

市長ﾏﾆ
ﾌｪｽﾄ

総合
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所管課 番号 事　　業　　名
人件費を除く

事業費(千円)

人件費（参考）

(千円)


